予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名　国際交流センター補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

清流の国推進部　清流の国づくり政策課　多文化共生係

電話番号：058-272-1111（内2052）E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　49,842千円（前年度予算額：46,249千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	46,249
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	46,249

	要求額
	49,842
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,842

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
（公財）岐阜県国際交流センターは、県内国際交流団体の支援や草の根レベ

ルの国際交流・協力、多文化共生を推進する中核的組織であり、このセンタ

ーが実施する事業に対して補助するものである。
（２）事業内容

１.多文化共生の地域づくり
①在住外国人支援事業

就学年齢を超えた外国籍の子どもの進学支援助成事業
就学前の外国籍の子どもの支援
外国人の子ども・保護者向け生活設計支援事業
②在住外国人支援相談員配置事業
日本語及び外国語(ポルトガル語)が堪能な相談員を配置し、相談、助言の
機会を提供。また、県や市町村の行政窓口への派遣や行政情報の翻訳を実施
③日本語指導者育成支援事業
日本語指導者の育成研修会等
２.地域の国際化推進のための環境づくり
①交流サロン運営事業

多言語での情報提供、文化サロン、語学講座、国際交流員の学校等への派遣
②情報提供事業

国際交流団体等の活動情報や国際交流イベント情報などを掲載した多言
語による情報誌（世界はひとつ）の作成
外国人向け生活ガイドブックや国際交流の窓（県内国際交流活動の概要）の作成
３.ボランティア団体・民間団体の活動促進

①ボランティア支援事業

医療通訳ボランティア、外国人向け防災啓発・減災事業

②国際交流・多文化共生推進助成事業

県内で活動する個人、団体の草の根の国際交流・協力活動、多文化共生
社会づくりの活動に対して助成する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　知事が定める額を交付
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	22,085
	役職員

	運営費
	5,206
	通信運搬費、賃借料、光熱水費

	事務費
	2,069
	旅費、消耗品費、通信運搬費、賃借料

	多文化共生の地域づくり
	9,924
	在住外国人支援、日本語指導者育成等

	地域の国際化推進のための環境づくり
	2,290
	交流サロン運営、情報提供事業等

	ボランティア・民間団体の活動促進
	8,268
	ボランティア支援事業、助成事業等

	合計
	49,842
	


	　決定額の考え方



４　参考事項

（１）国・他県の状況

愛知県…（公財）愛知県国際交流協会に対し、国際交流会運営費補助金を支出。

三重県…（公財）三重県国際交流財団に対し、三重県の委託７事業分を支出。

静岡県…（公財）静岡県国際交流協会に対し、委託事業費として支出。

（２）後年度の財政負担

46都道府県に設置および認定されている地域国際交流協会が担うべき
「地域レベルの国際化の推進」といった公益性に鑑み、必要な額を措置して
いく。
（３）事業主体及びその妥当性

　　　県、市町村、市町村国際交流協会、ＮＰＯ等との役割分担を明確にしてい
きながら、国際交流センター本来の役割である「地域の国際交流活動を支援
する」という役割を果たしていく。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	国際交流センター補助金

	補助事業者（団体）
	（公財）岐阜県国際交流センター

	補助事業の概要
	（目的）
（公財）岐阜県国際交流センターは、県内国際交流団体の支援や草の根レベルの国際交流・協力、多文化共生を推進する中核的組織であり、このセンターが実施する事業に対して補助するものである。
（内容）
①人件費
　専務理事(1名)、嘱託員(3名)、在住外国人支援相談

員(1名)に関する人件費の補助。
②運営費

賃借料、光熱水費など事務所運営に係る費用の補助。
③事務費

　役員会等開催、消耗品費、旅費等に係る費用の補助。
④事業費

地域に根ざした国際化推進拠点として、県民全体の多文化共生や国際交流を推進するための事業を積極的に展開する。

	補助率等
	定額・定率・その他
（人件費、運営費、事務費、事業費）

	補助効果
	（公財）岐阜県国際交流センターの収入の約９割を占める本補助金の拠出により、国際交流・協力、多文化共生を推進していくため事業が継続可能となる。

	終期の設定
	終期２７年度

（理由）終期が未設定で、事業開始から既に３年以上が経過しているため、終期を平成２７年度と設定した。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

(公財)岐阜県国際交流センターが、市町村や民間団体など多様な担い手と連携しながら、広域的・先進的な各種事業を展開することにより、県民の国際交流活動や多文化共生活動を促進する。また、この過程で草の根のサポーターとしての「賛助会員」を増やしていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H21年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 賛助会員数(個人)＠３千円／口
	42人

(42口)
	90人

(90口)
	90人

(90口)

	2 賛助会員数(法人)＠５千円／口
	60団体

(105口)
	60団体

(100口)
	60団体

(100口)


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	41,544
千円
	40,745
千円
	41,866
千円
	(予算額)

46,249

千円
	(要求額)

49,842
千円

	指標①目標
	－人

(－口)
	80人

(80口)
	80人

(80口)
	80人

(80口)
	90人

(90口)

	指標①実績
	83人

(83口)
	76人

(76口)
	93人

(93口)
	(推計値) 
80人

(80口)
	(推計値)
80人

(80口)

	指標①達成率
	－％
	95.0％
	116.3％
	(推計値)
100.0％
	(推計値)
88.9％

	指標②目標
	－団体

(－口)
	58団体

(100口)
	58団体

(100口)
	60団体

(100口)
	60団体

(100口)

	指標②実績
	55団体

(100口)
	53団体

(90口)
	50団体

(87口)
	(推計値)
50団体

(87口)
	(推計値)
 53団体

(90口)

	指標②達成率
	－％
	90.0％
	87.0％
	(推計値)
87.0％
	(推計値)
90.0％


（前年度の成果）

	地域に根ざした国際化推進拠点として、県民全体の多文化共生や国際交流を積極的に展開してきた。
前年度は医療通訳ボランティア斡旋事業を本格稼働し、実証実験中も含め、医療通訳の依頼件数は年々増加している。
(H24.7～H25.3：35件、H25：150件、H26：284件）
さらに、外国人向け防災啓発・減災事業では、市町村や外国人支援者向けの災害時外国人支援訓練を実施し、災害時語学ボランティアの育成を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
在住ブラジル人が減少・横ばい傾向にある一方、新たにフィリピン人や中国人、その他国籍の在住外国人などが増加する傾向にあり、また市町村や民間団体、外国人コミュニティ等より、国際交流から多文化共生（教育・労働、生活、コミュニケーション（言語））までの幅広い分野に係るニーズに対応する必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	県が（公財）岐阜県国際交流センターを通じて国際交流・多文化共生活動の促進を図ることにより、市町村や民間団体など多様な担い手による草の根の活動の維持・促進に貢献しており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	（公財）岐阜県国際交流センターを通じて、国際交流活動や多文化共生活動を展開した結果、地域経済が疲弊するなか、賛助会員数は概ね横ばい。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	競争入札や見積もり合わせを行う等、経費節減に努めている。


（事業の見直し検討）

	県内在住外国人の定住化に対応するために、多文化共生事業に注力し、市町村や民間団体と連携しながら広域的、先進的な各種事業を展開していく。

一方で、当センターの運営見直し（県派遣職員の引き上げ、相談員人件費の県補助金化、事業費見直し、賛助会員拡大のための営業活動など）を並行して検討していく必要がある。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

引き続き、当センターの経営・運営状況、存続意義等を勘案しつつ、補助事業継続の適否について判断する必要があるが、当面、県内在住外国人の定住化に対応するために、多文化共生事業に注力し、市町村や民間団体と連携しながら広域的、先進的な各種事業を展開していくこととする。


